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1.  平成22年3月期第1四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第1四半期 4,977 △14.5 △79 ― △133 ― △116 ―
21年3月期第1四半期 5,819 ― 47 ― 29 ― △10 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第1四半期 △8.23 ―
21年3月期第1四半期 △0.77 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第1四半期 21,764 8,769 37.2 570.97
21年3月期 20,284 9,012 41.0 586.75

（参考） 自己資本   22年3月期第1四半期  8,100百万円 21年3月期  8,324百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金
（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 12.00 ― 12.00 24.00
22年3月期 ―
22年3月期 

（予想）
10.00 ― 10.00 20.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

11,880 △3.4 280 △42.0 180 △59.5 25 △86.5 1.76

通期 24,610 △3.1 920 △28.0 790 △32.4 325 △21.7 22.91



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
(注)詳細は、５ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

(注)詳細は、５ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる
場合があります。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第1四半期 15,235,840株 21年3月期  15,235,840株
② 期末自己株式数 22年3月期第1四半期  1,048,448株 21年3月期  1,048,370株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第1四半期 14,187,427株 21年3月期第1四半期 14,262,712株



当第１四半期（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）におけるわが国経済は、景気対策の下支え効果により

一部の景気指標で下げ止まりの兆しがあるものの、雇用情勢の悪化や個人消費の低迷など、依然として厳しい状況が続

いております。 

当社グループが所属する情報サービス産業は、経済産業省の特定サービス産業動態統計調査（確報）によると平成21

年４月から５月までの売上高が前年同期比3.4%減少しております。また、平成21年７月１日公表の日銀短観では、ソフ

トウエアを含む2009年度の設備投資計画（除く土地投資額）が前年度比で12.7%減となっており、企業のＩＴ投資に対

する姿勢はさらに厳しさを増しております。 

このような環境下、当社グループは、継続して顧客企業とのリレーション強化や新規顧客開拓を積極的に展開いたし

ました。さらに、平成21年６月の第２データセンター稼働を機に、企業の事業継続、情報セキュリティ対策やコスト削

減といった顧客ニーズに応えるべくソリューション提供に一層注力してまいりました。また、前期に引き続きシステム

開発の標準化や見積り精度の向上、コスト管理の徹底を図ってまいりました。 

しかしながら顧客企業の予算削減に伴う案件の凍結、先送りや規模縮小、取引価格の引下げ要請などが発生し、売上

高は4,977百万円（前年同四半期比14.5%減）となりました。情報処理サービスは売上増、原価低減などにより利益増と

なりましたが、システム開発サービス（注）売上の減少、第２データセンター稼働による償却費増加などに伴い営業損

失は79百万円（前年同四半期は営業利益47百万円）、経常損失は133百万円（前年同四半期は経常利益29百万円）、四

半期純損失は116百万円（前年同四半期は四半期純損失10百万円）となりました。 

  

 当第１四半期における売上区分別の売上状況は以下のとおりです。 

  ［情報処理サービス］ 

景気低迷の影響があるものの、主にデータセンターサービス（コロケーション／ハウジングサービス等）の売上増

により、1,715百万円（前年同四半期比0.1%増）となりました。 

  

  ［システム機器販売］ 

ほぼ前年同四半期並みの181百万円（同1.5%増）となりました。 

  

  ［システム開発サービス］ 

通信業、食品業、サービス業向けの売上が増加しましたが、前年同四半期にあった金融業向けの案件が収束したこ

とや企業の業績悪化による案件の凍結・先送り・規模縮小、一部の顧客企業からの取引価格引下げ要請などによ

り、3,080百万円（同21.6%減）となりました。 

  

（注）当第１四半期より売上区分の見直しを行い、前連結会計年度まで「情報処理サービス」に含めておりましたシス

テム運用代行関連の取引を「ソフトウエア開発」に移管し、併せて売上区分名を「ソフトウエア開発」から「シ

ステム開発サービス」に改めました。 

なお、前第１四半期における当該売上高は162百万円であり、前年同四半期比は組替え後の数値で算出しており

ます。  

  

   

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

［当社グループの四半期業績特性］ 

 売上高に占める割合が高いシステム開発サービスは、売上計上基準に完成基準と進行基準（※）を採用しておりま

す。その多くが完成基準となることから、完成時期が顧客企業の決算期にあたる第２四半期と第４四半期に集中する

傾向にあります。一方、販売費及び一般管理費は各月で平準化されており、特に第１四半期は期間収益に対して費用

が高めに発生するため、計画段階から営業損失、経常損失を見込んでおります。 

  

※詳細は、５ページ「定性的情報・財務諸表等」４．その他をご覧ください。 



 当第１四半期末における総資産は21,764百万円となり、前連結会計年度末比1,480百万円の増加となりました。そ

の主な要因は第２データセンターの立ち上げに関わる設備投資による有形固定資産の増加等があったことによるもの

であります。  

 なお、純資産は8,769百万円となり、自己資本比率は37.2％となりました。 

  

 （キャッシュ・フローの状況）  

  当第１四半期連結累計期間における連結キャッシュ・フローの状況等については、次のとおりであります。  

  当第１四半期における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比較して869百万円

増加し、当第１四半期末には3,260百万円となりました。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は、164百万円となりました。 

  これは主に、たな卸資産の増加427百万円、仕入債務の減少382百万円および法人税等の支払445百万円等により

資金が減少したものの、償却による資金の内部留保231百万円および売上債権の減少1,395百万円等により資金が増

加したことによるものです。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は、1,724百万円となりました。 

  これは主に、固定資産の取得による支出1,681百万円があったこと等によるものであります。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果得られた資金は2,428百万円となりました。 

  これは主に、長期借入金の返済による支出112百万円および配当金の支払による支出151百万円等があったもの

の、短期借入れによる収入1,187百万円および長期借入れによる収入1,505百万円があったことによるものでありま

す。 

  

  

 世界的な景気低迷は当面続くと見られ、今後の経営環境は非常に厳しい状況になると考えられます。この様な環境

下、第２データセンターの販売や新規開拓などの営業活動を活発に行うとともに、一層のコスト低減に努め業績達成

に向けグループ一丸となって邁進する所存です。 

 業績予想につきましては、平成21年５月11日に公表いたしました第２四半期累計期間および通期の業績予想に変更

はありません。 

 なお、上記の予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績

は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。   

  

２．連結財政状態に関する定性的情報

３．連結業績予想に関する定性的情報



  

 該当事項はありません。  

  

  

１．簡便な会計処理 

   繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

  発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

  ス・プランニングを利用する方法によっております。 

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益（純損失）に当該見積実効税率を乗じて計算

しております。 

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

  

  

・会計処理基準に関する事項の変更 

 受注制作のソフトウエアに係る収益の計上基準については、従来、検収基準を適用しておりましたが、「工

事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）および「工事契約に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用し、当

第１四半期連結会計期間に着手したソフトウエア開発契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分

について成果の確実性が認められるものについては進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を、その他のも

のについては完成基準を適用しております。 

 なお、これによる当第１四半期連結会計期間の売上高、営業損失、経常損失および税金等調整前四半期純損

失に与える影響は軽微であります。 

  

  

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,260,238 2,391,003

受取手形及び売掛金 3,104,299 4,501,014

商品及び製品 19,560 12,576

仕掛品 786,713 366,513

原材料及び貯蔵品 8,249 8,100

その他 1,039,773 835,827

貸倒引当金 △5,003 △5,921

流動資産合計 8,213,830 8,109,114

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,024,557 2,559,018

土地 3,500,695 3,500,695

その他（純額） 451,071 2,550,167

有形固定資産合計 9,976,324 8,609,881

無形固定資産   

のれん 431,439 478,047

その他 766,820 760,235

無形固定資産合計 1,198,260 1,238,282

投資その他の資産   

その他 2,386,459 2,335,406

貸倒引当金 △15,347 △14,639

投資その他の資産合計 2,371,111 2,320,767

固定資産合計 13,545,696 12,168,931

繰延資産 5,041 6,205

資産合計 21,764,568 20,284,251



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 793,865 1,176,759

短期借入金 4,085,592 2,762,392

未払法人税等 30,444 476,393

賞与引当金 218,522 605,145

関係会社整理損失引当金 15,902 15,902

訴訟損失引当金 11,000 14,864

その他 1,901,497 1,482,699

流動負債合計 7,056,825 6,534,158

固定負債   

社債 600,000 600,000

長期借入金 4,391,974 3,135,182

退職給付引当金 700,590 712,696

その他 245,590 289,662

固定負債合計 5,938,154 4,737,541

負債合計 12,994,979 11,271,700

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,203,992 3,203,992

資本剰余金 3,360,478 3,360,478

利益剰余金 2,122,328 2,409,317

自己株式 △604,293 △604,257

株主資本合計 8,082,506 8,369,531

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 18,092 △44,979

評価・換算差額等合計 18,092 △44,979

新株予約権 8,000 8,000

少数株主持分 660,989 679,998

純資産合計 8,769,588 9,012,551

負債純資産合計 21,764,568 20,284,251



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 5,819,547 4,977,589

売上原価 4,634,929 3,980,420

売上総利益 1,184,617 997,168

販売費及び一般管理費 1,136,809 1,076,337

営業利益又は営業損失（△） 47,808 △79,169

営業外収益   

受取利息 23 13

受取配当金 7,161 5,800

持分法による投資利益 3,131 －

その他 3,543 3,242

営業外収益合計 13,860 9,056

営業外費用   

支払利息 20,253 27,546

持分法による投資損失 － 21,316

その他 11,931 14,932

営業外費用合計 32,185 63,795

経常利益又は経常損失（△） 29,483 △133,908

特別利益   

訴訟損失引当金戻入額 － 3,864

貸倒引当金戻入額 40 209

特別利益合計 40 4,074

特別損失   

固定資産除却損 735 1,036

投資有価証券評価損 1,308 －

特別損失合計 2,043 1,036

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

27,480 △130,870

法人税等 41,690 △6,465

少数株主損失（△） △3,264 △7,666

四半期純損失（△） △10,946 △116,738



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

27,480 △130,870

減価償却費 184,814 185,069

のれん償却額 46,900 46,607

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,120 △203

受取利息及び受取配当金 △7,185 △5,813

支払利息 20,253 27,546

売上債権の増減額（△は増加） 733,012 1,395,296

たな卸資産の増減額（△は増加） △289,237 △427,332

仕入債務の増減額（△は減少） △334,275 △382,893

未払消費税等の増減額（△は減少） 42,782 △90,703

その他 △141,373 20,567

小計 284,292 637,270

利息及び配当金の受取額 7,151 5,800

利息の支払額 △13,328 △32,633

法人税等の支払額 △161,222 △445,707

営業活動によるキャッシュ・フロー 116,892 164,729

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △446,539 △1,591,387

無形固定資産の取得による支出 △23,888 △89,933

その他 5,619 △42,969

投資活動によるキャッシュ・フロー △464,809 △1,724,290

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,155,000 1,187,000

長期借入れによる収入 － 1,505,000

長期借入金の返済による支出 △106,501 △112,008

社債の償還による支出 △10,000 －

自己株式の売却による収入 11 －

自己株式の取得による支出 △74,485 △36

配当金の支払額 △139,345 △138,900

少数株主への配当金の支払額 △15,945 △12,259

財務活動によるキャッシュ・フロー 808,734 2,428,796

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 460,816 869,234

現金及び現金同等物の期首残高 2,422,634 2,391,003

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,883,451 3,260,238



 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

   

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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